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8．業務の適正を確保する体制 
 
 当行の取締役会は、会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行規則第100条第１
項及び第３項に基づき「内部統制システムの基本方針」を決議しております。また、金
融商品取引法第24条の４の４第１項の定めによる内部統制報告書の作成にあたっての基
本方針である「財務報告に係る内部統制の基本方針」を決議しております。各基本方針
については、適宜見直しを行っており、適切な業務執行体制確保に取り組んでいます。
各基本方針の概要は以下のとおりです。 
○「内部統制システムの基本方針」 
1．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
（1）取締役会は、法令、定款等を遵守した行動をとるための行動規範を定め、公表する。 
（2）取締役の職務執行の牽制機能として２名以上の社外監査役を置く。 
（3）法令及び定款の遵守を確保するため、コンプライアンス総括部署を設置する。 
2．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理を行うため、取締役会において文書管理規程
を制定し、関連資料とともに保存することを定める。 
3．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
（1）リスク管理に関する基本方針は取締役会で決定する。 
（2）リスク管理を行う組織として、リスク管理総括部署を設置する。 
（3）リスク管理の実態を把握するため、独立性を確保した内部監査担当部署を設置する。 
4．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
（1）取締役会は業務執行の基本方針の決定と業務の監督に専念し、個別業務の決定は各種委員

会及び各業務の担当本部長の判断に極力委ねる。 
（2）取締役は職務の執行権限を可能な限り各部署及び各営業店の責任者に委譲し、取締役本来

の職務に専念出来るよう努める。 
5．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
（1）取締役会は、行動規範に反社会的勢力との関係を遮断し不当要求等に毅然として対応する

ことを定める。また、対応する総括部署を明確にする。 
（2）コンプライアンス総括部署は、毎年コンプライアンス・プログラムを策定し、その徹底を

期すため本部各部署及び各営業店にコンプライアンス・オフィサーを置く。 
（3）コンプライアンスに関する報告や相談を行える内部通報の仕組みを設ける。 
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6．企業集団における業務の適正を確保するための体制 
（1）子会社には、当行から取締役または監査役を派遣する。 
（2）子会社は、当行の内部監査の対象とする。 
7．監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
（1）監査役は内部監査担当部署の使用人に監査業務の補助を行うよう依頼出来る。監査業務の

補助については、取締役を含め何人も口出し出来ない。 
（2）監査役会は、代表取締役社長及び監査法人と、銀行の課題や監査役監査の環境整備の状況

について意見交換を行うことが出来る。 
○「財務報告に係る内部統制の基本方針」 
1．株式会社福島銀行（以下「当行」という｡）及び連結子会社の有価証券報告書等における財務
報告の信頼性を確保するため、内部統制報告書の作成にあたっての基本方針を定める。 

2．当行及び連結子会社は、｢財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準 (平成19
年２月15日企業会計審議会)」による「内部統制の統合的枠組み」を基本に統制環境の整備と
文書化を行い、内部統制の整備・運用状況の有効性について評価し、その結果を内部統制報
告書として連結会計年度毎に適時開示する。 

3．内部統制体制は以下の通りとする。 
（1）当行及び連結子会社の内部統制が有効に機能するよう、体制整備や関連諸規程の策定等、

内部統制に関連する一連の企画・作業・管理を統括的に行う内部統制担当部署を定める。 
（2）内部統制に関する手続きや不備事項についての対応に係る承認は内部統制担当部署の担当

役員において行い、担当役員が重要と判断した事項は取締役会に報告する。 
（3）内部統制の有効性を評価するため、内部監査担当部署は内部統制に係る監査方針を策定し、

当該方針に基づく内部監査を実施する。 
（4）連結子会社の内部統制に関する事項は、連結子会社の担当部署と当行の内部統制担当部署

及び内部監査担当部署が協議のうえ実施する。 
4．この基本方針における「連結子会社」とは、内部統制の文書化及び有効性評価の対象となる
拠点をいう。連結子会社は当行が策定した基本方針等に則り、内部統制の方針を策定のうえ、
体制整備、有効性評価を実施する。 

5．リスクの高い領域を重点的に管理するため、連結ベースにおけるリスクの重要性分析を行い、
内部統制の文書化及び有効性評価を行う対象範囲（拠点、勘定科目、業務プロセス等）を選
定する。 
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6．上記により選定した対象範囲に基づき、内部統制についての文書化を行う。 
（1）全般統制 

統制環境、リスク評価と対応、統制活動、情報と伝達、モニタリング、ITへの対応に関す
る全社的な統制活動を文書化する。 

（2）個別統制 
①決算・財務報告書等の作成における統制活動を文書化する。 
②重要な業務プロセスにおける個別の統制活動を文書化する。 

（3）IT統制 
IT全般に関する統制活動と個々のアプリケーション・システムの機能に関する統制活動に
ついて文書化する。 

7．毎年度末を基準日とし、以下の項目毎に内部統制の有効性評価を実施する。 
（1）整備状況の評価 

内部監査担当部署は、当行及び連結子会社における統制活動及びリスク・コントロールが
適切に設定されていることについて、整備状況の評価を行う。 

（2）運用状況の評価 
内部監査担当部署は、当行及び連結子会社における統制活動が適正に実施されていること
について、運用状況の評価を行う。 

（3）有効性評価の確認 
内部統制担当部署は、内部監査担当部署の評価結果の報告に基づき、統制活動が有効に機
能していることを確認する。 

8．内部統制担当部署は、当行及び連結子会社の内部統制の有効性評価の結果について纏めた内
部統制報告書を作成し、取締役会にて承認を得る。 

9．この基本方針の改正は、取締役会で決定する。 
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個別注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
重要な会計方針 
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 
 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 
２．有価証券の評価基準及び評価方法 
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額法)、
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価
証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等 (株式については決算期末前１カ
月の市場価格の平均に基づいて算定された価額) に基づく時価法 (売却原価は移動平均法に
より算定)、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による
原価法により行っております。 
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（2）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されてい
る有価証券の評価は、時価法により行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
 デリバティブ取引の評価は、特例処理を適用している金利スワップを除き時価法により行っ
ております。 
４．固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 
 有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備
を除く｡）については定額法）を採用しております。 
 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物  ３年～50年 
その他  ３年～15年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 
 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ
ては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（3）リース資産 
 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中
のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によることとしております。なお、残
存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、そ
れ以外のものは零とすることとしております。 

５．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
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６．引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 
 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という｡）
に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という｡）に係る債権に
ついては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は
経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債
権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 
 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等
に基づき計上しております。 
 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該
部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の
引当を行っております。 
 なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の
評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債
権額から直接減額しており、その金額は14,418百万円であります。 
（追加情報） 

平成23年３月11日に発生した東日本大震災により甚大な被害を受けた地域の債務者に
対する債権の毀損に備えるため、上記に加え、可能な限り把握できた情報に基づいて推定
した方法により引当を行っております。これにより計上している貸倒引当金の金額は
2,933百万円であります。 

（2）賞与引当金 
 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額
のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 
 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は
以下のとおりであります。 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（９年又は
１年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年
度から損益処理 

 なお、第２退職一時金制度の費用処理については、平均残存勤務期間の短縮により、当事
業年度より数理計算上の差異の処理年数を２年から１年に変更しております。これにより、
｢その他経常収益」は10百万円減少し、｢経常利益」及び「税引前当期純利益」が同額減少し
ております。 
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（4）役員退職慰労引当金 
 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰
労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しており
ます。 
 なお、役員退職慰労金制度については、平成22年４月27日開催の取締役会で廃止するこ
とを決定し、平成22年６月22日開催の第144回定時株主総会にて、役員退職慰労金制度廃止
に伴う退職慰労金の打ち切り支給が承認されております。 
 これに伴い、役員退職慰労引当金の繰入は平成22年６月の繰入をもって停止し、既引当金
については継続して役員退職慰労引当金として計上しております。 

（5）睡眠預金払戻損失引当金 
 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に
備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上してお
ります。 

７．ヘッジ会計の方法 
 貸出金の一部につき、金利リスクの回避手段として金利スワップ取引を行っており、金利ス
ワップの特例処理による会計処理を行っております。 
 また、ヘッジの有効性の評価につきましては、特例処理の要件の判定をもって有効性の判定
に代えております。 
８．消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という｡）の会計処理は、税抜方式によっており
ます。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しておりま
す。 
 

追加情報 
当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、｢会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準｣（企業会計基準第24号平成21年12月４日）及び「会計上の変更及
び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４日）
を適用しております。なお、｢金融商品会計に関する実務指針｣（日本公認会計士協会会計制度委
員会報告第14号）に基づき、当事業年度の「貸倒引当金戻入益」及び「償却債権取立益」は「そ
の他経常収益」に計上しております。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 
１．関係会社の株式総額 567百万円 
２．貸出金のうち、破綻先債権額は1,454百万円、延滞債権額は14,523百万円であります。 
 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事
由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という｡）のうち、法
人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は
同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又
は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は1,036百万円であります。 
 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅
延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は189百万円であります。 
 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の
減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ
た貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
17,204百万円であります。 
 なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
６．手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号) に基づき金融取引として処理しておりま
す。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は (再) 担保という方法で自
由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、1,890百万円であります。 

７．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸
借対照表計上額は、3,000百万円であります。 

８．貸出債権証券化（ＣＬＯ－Collateralized Loan Obligation）により、会計上売却処理をし
た貸出金の元本の当事業年度末残高の総額は、192百万円であります。なお、当行はＣＬＯの
メザニン受益権及び劣後受益権を3,681百万円継続保有し貸出金に計上しているため、売却処
理済みの優先受益権を含めた元本総額3,873百万円に係る貸倒引当金を計上しております。 

９．対応する債務が貸借対照表に計上されている担保提供資産はありませんが、為替決済、歳入
代理店、公金収納、外国為替等の取引の担保として、有価証券62,357百万円、貸出金2,339
百万円及び定期預け金212百万円を差し入れております。 
 また、その他の資産に保証金敷金261百万円及び手形交換所担保保証金等３百万円が含まれ
ております。 
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10．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出
を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸
付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、34,429百万円
であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なもの
が32,915百万円あります。 
 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高
そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。こ
れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当
行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付
けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する
ほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じ
て契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

11．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資
産の部に計上しております。 
再評価を行った年月日 平成10年３月31日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号
に定める路線価及び第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行価格補正、時点修正
等合理的な調整を行って算出。 

 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と
当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 3,592百万円 

12．有形固定資産の減価償却累計額 15,184百万円
13．有形固定資産の圧縮記帳額 3,167百万円
14．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入
金500百万円が含まれております。 

15．社債は、劣後特約付社債3,700百万円であります。 
16．｢有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債
に対する当行の保証債務の額は915百万円であります。 

17．関係会社に対する金銭債権総額 2,810百万円
18．関係会社に対する金銭債務総額 368百万円
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（損益計算書関係） 
１．関係会社との取引による収益 

 資金運用取引に係る収益総額 57百万円 
 役務取引等に係る収益総額 17百万円 
 その他業務・その他経常取引に係る収益総額 22百万円 
関係会社との取引による費用  
 資金調達取引に係る費用総額 0百万円 
 役務取引等に係る費用総額 42百万円 
 その他業務・その他経常取引に係る費用総額 45百万円 
 その他の取引高の総額  
  代位弁済額 53百万円 

２．関連当事者との間の取引 
 子会社及び関連会社等 
 

関係内容 
属性 会社等

の名称 住所 資本金 (百万円) 
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有割合
（％） 役員の

兼任等
事業上
の関係

取引の
内 容

取引金額 
(百万円) 科目 

期末残高
(百万円)

保証 14,749 ― ―
保証料
(注)２ 15 未払費用 1

子会社 
株 式 会 社
福島カード
サ ー ビ ス

福島県 
福島市 105 

信用保証業
クレジット
カード業

56.4
〔38.1〕
(注)１

２人
当行各種
ローンの
保証 保証履行

に伴う
代位弁済

53 ― ―

 
（注）１ ｢議決権等の所有割合」欄の〔 〕内は、｢自己と出資、人事、資金、技術、取

引等において緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行
使すると認められる者」又は「自己の意思と同一の議決権を行使することに同意
している者」による所有割合であります。 
２ 保証料は、各種ローン債務者から直接保証会社に支払うほか、一部のローンに
ついては当行より支払っており、当事業年度における債務者の支払額は22百万
円、当行の支払額は15百万円となっております。 
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３．減損損失の算定にあたり、管理会計上の最小単位である営業店単位でグルーピングを行って
おります。また、本部資産、社員寮等、他の資産又は資産グループの将来キャッシュ・フロー
の生成に寄与する資産を共用資産とし、遊休資産についてはそれぞれ単独の資産グループとし
ております。その結果、地価の下落等により減損損失を認識すべきと判定された以下の資産グ
ループ４カ所については、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

 
地域 主な用途 種類 減損損失 

（百万円） 

福島県内 事業用資産 １カ所 
遊休資産  ３カ所 

土地及びその他の 
有形固定資産 5

 
なお、当事業年度において減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額により

測定しております。正味売却価額は、重要性の高い不動産については第三者から入手した鑑定
評価額に基づく評価額、それ以外については「不動産鑑定評価基準｣（国土交通省平成14年７
月３日改正）に準拠して評価した額からそれぞれ処分費用見込額を控除して算定しております。 

 
（株主資本等変動計算書関係） 
 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
当事業年度 
期首株式数 
（千株） 

当事業年度
増加株式数
（千株） 

当事業年度
減少株式数
（千株） 

当事業年度末 
株  式  数 
（千株） 

摘要 

自己株式    
 普通株式 163 2 ― 166 （注） 
 
（注） 普通株式の自己株式の増加は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取請求による増加 2千株
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（有価証券関係） 
 貸借対照表の「国債」｢地方債」｢社債」｢株式」｢その他の証券」のほか、｢商品有価証券」が
含まれております。 
１．売買目的有価証券（平成24年３月31日現在） 
 

 当事業年度の損益に含まれた
評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 △0 
 
２．満期保有目的の債券（平成24年３月31日現在） 
  

種 類 
貸借対照表 
計上額 

（百万円） 
時 価 

（百万円） 
差 額 

（百万円） 
社債 ― ― ―
その他 4,109 4,203 93
 外国証券 4,109 4,203 93

時価が貸借対照表 
計上額を超えるもの 

小 計 4,109 4,203 93
社債 915 884 △30
その他 2,468 2,241 △226
 外国証券 2,468 2,241 △226

時価が貸借対照表 
計上額を超えないもの 

小 計 3,383 3,126 △256
合  計 7,492 7,329 △163

 
３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成24年３月31日現在） 
 時価のある子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。 
 なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等
株式は、次のとおりであります。 

 
 貸借対照表計上額 

（百万円） 
子会社・子法人等株式 550 
関連法人等株式 17 

合  計 567 
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４．その他有価証券（平成24年３月31日現在） 
  

種 類 
貸借対照表 
計上額 

（百万円） 
取得原価 
（百万円） 

差 額 
（百万円） 

株式 1,575 1,247 328
債券 128,064 127,177 886
 国債 88,792 88,105 686
 地方債 5,808 5,763 45
 社債 33,463 33,308 154
その他 11,143 11,099 44
 外国証券 10,626 10,599 27
 投資信託 516 500 16
 その他 ― ― ―

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

小 計 140,783 139,523 1,259
株式 2,682 3,262 △579
債券 9,581 9,668 △86
 国債 1,995 2,002 △6
 地方債 137 137 △0
 社債 7,448 7,527 △79
その他 13,858 14,687 △829
 外国証券 9,022 9,127 △105
 投資信託 4,741 5,459 △717
 その他 94 100 △5

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

小 計 26,122 27,617 △1,495
合 計 166,905 167,141 △236

 
（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 
 貸借対照表計上額 

（百万円） 
株式 647 
その他 96 

合  計 743 
 

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 
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５．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 
 

 売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式 235 8 102
債券 71,216 500 43
 国債 62,763 438 38
 地方債 812 12 ―
 社債 7,641 49 4
その他 2,005 3 0
 外国証券 2,005 3 0

合 計 73,457 512 146
 
６．減損処理を行った有価証券 
 有価証券（売買目的有価証券を除く｡）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取
得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められな
いものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年
度の損失として処理（以下「減損処理」という｡）しております。 
 当事業年度における減損処理額は、398百万円（うち、株式33百万円、その他365百万円）
であります。 
 なお、減損処理にあたっては、当事業年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落
した場合には全て減損処理を行い、30％から50％程度下落した場合には、回復の可能性を考
慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 
（金銭の信託関係） 
 運用目的の金銭の信託（平成24年３月31日現在） 

 
 貸借対照表計上額 

（百万円） 
当事業年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 
運用目的の金銭の信託 1,665 ― 
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（税効果会計関係） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであり
ます。 

 
繰延税金資産  
 貸倒引当金損金算入限度超過額 9,882百万円
 退職給付引当金損金算入超過額 722百万円
 減価償却費損金算入限度超過額 206百万円
 有価証券評価損 579百万円
 繰越欠損金 2,545百万円
 その他 421百万円
繰延税金資産小計 14,358百万円
 評価性引当額 △10,057百万円
繰延税金資産合計 4,301百万円
繰延税金負債合計 ―百万円
繰延税金資産の純額 4,301百万円

 
２．｢経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法
律｣（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために
必要な財源の確保に関する特別措置法｣（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公
布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人
税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に
使用する法定実効税率は従来の40.0％から、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成
26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については37.4％に、平成
27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については35.0％とな
ります。この税率変更により、繰延税金資産は352百万円減少し、法人税等調整額は352百万
円増加しております。再評価に係る繰延税金負債は126百万円減少し、土地再評価差額金は同
額増加しております。 
 
（１株当たり情報） 
１．１株当たりの純資産額 93円76銭
２．１株当たりの当期純利益金額 7円69銭
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連結注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２

に基づいております。 
 

連結計算書類の作成方針 

（1）連結の範囲に関する事項 
① 連結される子会社及び子法人等    ２社 
 会社名 
株式会社 ふくぎんリース 
株式会社 福島カードサービス 

② 非連結の子会社及び子法人等 
 該当ありません。 

 
（2）持分法の適用に関する事項 
① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 
 該当ありません。 
② 持分法適用の関連法人等    １社 
 会社名 

株式会社 東北バンキングシステムズ 
③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 
 該当ありません。 
④ 持分法非適用の関連法人等 
 該当ありません。 

 
（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 
 連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

３月末日    ２社 
 
（4）負ののれんの償却に関する事項 
 負ののれんの償却については、10年間の定額法により償却しております。 
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会計処理基準に関する事項 
(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っておりま

す。 
(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 
(イ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額
法)、その他有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等 (株式につ
いては連結会計年度末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された価額) に基づく時
価法 (売却原価は移動平均法により算定)、時価を把握することが極めて困難と認められる
ものについては移動平均法による原価法により行っております。 
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 
(ロ) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されて
いる有価証券の評価は、時価法により行っております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引の評価は、特例処理を適用している金利スワップを除き時価法により行

っております。 
(4) 減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設
備を除く｡）については定額法）を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物  ３年～50年 
その他  ３年～15年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 
③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」
中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によることとしております。なお、
残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、
それ以外のものは零とすることとしております。 

(5) 貸倒引当金の計上基準 
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

す。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という｡）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という｡）に係る債権に
ついては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は
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経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下 
｢破綻懸念先」という｡）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必
要と認める額を計上しております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等

に基づき計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該

部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の
引当を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の

評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債
権額から直接減額しており、その金額は14,418百万円であります。 
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等

を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 
（追加情報） 
平成23年３月11日に発生した東日本大震災により甚大な被害を受けた地域の債務者に

対する債権の毀損に備えるため、上記に加え、可能な限り把握できた情報に基づいて推定
した方法により引当を行っております。これにより計上している貸倒引当金の金額は
3,088百万円であります。 

(6) 賞与引当金の計上基準 
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額

のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 
(7) 退職給付引当金の計上基準 
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方
法は以下のとおりであります。 
数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（９年又は１年）による定額法により按分した額を、それぞれ発
生の翌連結会計年度から損益処理 

なお、第２退職一時金制度の費用処理については、平均残存勤務期間の短縮により、当連
結会計年度より数理計算上の差異の処理年数を２年から１年に変更しております。これによ
り、｢その他経常収益」は10百万円減少し、｢経常利益」及び「税金等調整前当期純利益」が
同額減少しております。 
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(8) 役員退職慰労引当金の計上基準 
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰

労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上して
おります。 
なお、役員退職慰労金制度については、平成22年４月27日開催の取締役会で廃止すること

を決定し、平成22年６月22日開催の第144回定時株主総会にて、役員退職慰労金制度廃止に
伴う退職慰労金の打ち切り支給が承認されております。 
これに伴い、役員退職慰労引当金の繰入は平成22年６月の繰入をもって停止し、既引当金

については継続して役員退職慰労引当金として計上しております。 
(9) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に

備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上してお
ります。 

(10) 利息返還損失引当金の計上基準 
利息返還損失引当金は、利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息の返還請求に備える

ため、過去の返還状況等を勘案し、当連結会計年度末において必要と認められる額を計上し
ております。 

(11) 外貨建資産・負債の換算基準 
外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

(12) リース取引の処理方法 
（貸主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る収益計上基準については、リース料受取
時に売上高と売上原価で計上する方法によっております。 
なお、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年度に属する所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、期首に前連結会計年度末における固定資産
の減価償却累計額控除後の額で契約したものとして、リース債権及びリース投資資産に計
上する方法によっております。 

(13) 重要なヘッジ会計の方法 
貸出金の一部につき、金利リスクの回避手段として金利スワップ取引を行っており、金利

スワップの特例処理による会計処理を行っております。また、ヘッジの有効性の評価につき
ましては、特例処理の要件の判定をもって有効性の判定に代えております。 

(14) 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という｡）の会計処理は、税抜方式によっており

ます。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上して
おります。 
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追加情報 
当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、｢会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準｣（企業会計基準第24号平成21年12月４日）及び「会計上の変
更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４
日）を適用しております。なお、｢金融商品会計に関する実務指針｣（日本公認会計士協会会計制
度委員会報告第14号）に基づき、当連結会計年度の「貸倒引当金戻入益」及び「償却債権取立
益」は「その他経常収益」に計上しております。 
 
注記事項 
（連結貸借対照表関係） 
１．関係会社の株式 82百万円 
２．貸出金のうち、破綻先債権額は1,458百万円、延滞債権額は14,555百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事
由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という｡）のうち、法
人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は
同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は1,036百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅
延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は189百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の
減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ
た貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
17,239百万円であります。 
なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」 
(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号) に基づき金融取引として処理しておりま
す。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は (再) 担保という方法で自
由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、1,890百万円であります。 
７．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連
結貸借対照表計上額は、3,000百万円であります。 
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８．貸出債権証券化（ＣＬＯ－Collateralized Loan Obligation）により、会計上売却処理をし
た貸出金の元本の当連結会計年度末残高の総額は、192百万円であります。なお、当行はＣＬ
Ｏのメザニン受益権及び劣後受益権を3,681百万円継続保有し貸出金に計上しているため、売
却処理済みの優先受益権を含めた元本総額3,873百万円に係る貸倒引当金を計上しております。 
９．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 
リース投資資産      764百万円 

担保資産に対応する債務 
借用金          522百万円 
上記のほか、為替決済、歳入代理店、公金収納、外国為替等の取引の担保として、有価証券

62,357百万円、貸出金2,339百万円及び定期預け金212百万円を差し入れております。 
なお、その他資産に保証金敷金262百万円及び手形交換所担保保証金等３百万円が含まれて

おります。 
10．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出
を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸
付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、35,660百万円
であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なもの
が34,146百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高

そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに
影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及
びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込み
を受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期
的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見
直し、与信保全上の措置等を講じております。 

11．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用
の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係
る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし
て純資産の部に計上しております。 
再評価を行った年月日 平成10年３月31日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号
に定める路線価及び第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行価格補正、時点修正
等合理的な調整を行って算出。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計

額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 3,592百万円 
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12．有形固定資産の減価償却累計額 15,225百万円
13．有形固定資産の圧縮記帳額 3,167百万円
14．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入
金500百万円が含まれております。 

15．社債は、劣後特約付社債3,700百万円であります。 
16．｢有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債
に対する保証債務の額は915百万円であります。 

17．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 
 退職給付債務 △1,913百万円 
 年金資産（時価） ― 
 未積立退職給付債務 △1,913 
 会計基準変更時差異の未処理額 ― 
 未認識数理計算上の差異 △111 
 未認識過去勤務債務（債務の減額） ― 
 連結貸借対照表計上額の純額 △2,025 
   前払年金費用 ― 
   退職給付引当金 △2,025 

 
（連結損益計算書関係） 
１．｢その他の経常費用」には、貸出金償却1,097百万円、株式等売却損104百万円及び株式等
償却33百万円を含んでおります。 

２．減損損失の算定にあたり、管理会計上の最小単位である営業店単位でグルーピングを行って
おります。また、本部資産、社員寮等、他の資産又は資産グループの将来キャッシュ・フロー
の生成に寄与する資産を共用資産とし、遊休資産についてはそれぞれ単独の資産グループとし
ております。その結果、地価の下落等により減損損失を認識すべきと判定された以下の資産グ
ループ４カ所については、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

 
地域 主な用途 種類 減損損失 

（百万円） 

福島県内 事業用資産 １カ所 
遊休資産  ３カ所 

土地及びその他の 
有形固定資産 5

 
なお、当連結会計年度において減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額に

より測定しております。正味売却価額は、重要性の高い不動産については第三者から入手した
鑑定評価額に基づく評価額、それ以外については「不動産鑑定評価基準｣（国土交通省平成14
年７月３日改正）に準拠して評価した額からそれぞれ処分費用見込額を控除して算定しており
ます。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
当 連 結 会 計 
年度期首株式数 
（千株） 

当連結会計年度
増 加 株 式 数
（千株） 

当連結会計年度
減 少 株 式 数
（千株） 

当連結会計年度 
末 株 式 数 
（千株） 

摘要 

発行済株式    
 普通株式 230,000 ― ― 230,000  
自己株式    
 普通株式 163 2 ― 166 （注） 
 
（注） 普通株式の自己株式の増加は次のとおりであります。 

単元未満株式の買取請求による増加 2千株
２．配当に関する事項 
（1）当連結会計年度中の配当金支払額 

該当ありません。 
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日
後となるもの 
平成24年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり提案しております。 
① 配当の金額 229百万円
② １株当たり配当額 １円00銭
③ 基準日 平成24年３月31日
④ 効力発生日 平成24年６月28日

なお、配当原資は、利益剰余金とする予定としております。 
 
（金融商品関係） 
１．金融商品の状況に関する事項 
（1）金融商品に対する取組方針 
 当行並びに連結される子会社及び子法人等は、銀行業務を中心として、リース業務、クレ
ジットカード業務及び信用保証業務などの金融サービスを提供しております。当行並びに連
結される子会社及び子法人等の主たる業務である銀行業務について、当行では、福島県内を
中心とした預金による調達のほか、社債等による資金調達を行っております。調達した資金
は、調達同様に福島県内の企業や個人、地方公共団体向けへの貸出金を中心として運用して
おります。このように、主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、
金利変動によるマイナスの影響を抑制するように、当行では、資産及び負債の総合的管理
(以下「ＡＬＭ」という｡) を行っております。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 
 当行並びに連結される子会社及び子法人等が保有する金融資産は、主として福島県内の企
業及び個人に対する貸出金であり、取引先の契約不履行によってもたらされる信用リスクに
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晒されております。当期の連結決算日現在における貸出金は、459,633百万円であり、経済
環境等の変化により、契約条件に従った債務履行がなされない可能性があります。また、固
定金利貸出金については金利リスクに晒されておりますが、一部は金利スワップ取引を行う
ことにより当該リスクを回避しています。 
 そのほか、有価証券が当期の連結決算日現在175,303百万円あり、主に債券、株式及び
投資信託であり、満期保有目的、売買目的及びその他目的で保有しております。これらは、
それぞれ発行体の信用リスク及び金利リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。 
 金融負債の主なものは、一般顧客から調達する預金であり、当行並びに連結される子会社
及び子法人等の信用状況の変化や市場環境の大きな変化により、資金調達力の低下や資金流
出が発生する流動性リスクに晒されております。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 
① 信用リスクの管理 
 当行並びに連結される子会社及び子法人等は、当行の信用リスクに関する管理諸規程に
従い、貸出先について信用情報に基づき内部格付を行い、与信限度額を設定し、個別案件
ごとの与信審査によって、保証や担保の設定を検討しているほか、問題債権への対応など
与信管理に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、審査室を中心と
して行われ、必要に応じて経営陣を含めた審査委員会での審議や取締役会に対する報告を
行っております。 
 有価証券の発行体の信用リスクについては、経営企画室において、信用情報や時価の把
握を定期的に行うことで管理しております。 
② 市場リスクの管理 
ⅰ）金利リスクの管理 
 当行並びに連結される子会社及び子法人等は、ＡＬＭによって金利の変動による影響
を管理しております。ＡＬＭに関する規則及び要領において、リスク管理手法や手続き
等の詳細を明記しており、ＡＬＭ会議では経営企画室が月次ベースで把握した有価証券
及び預金・貸出金等の金利リスクについて報告し、当該リスクの現状や今後の対応等の
協議を行っております。また、取締役会に対しても定期的に報告しております。 
ⅱ）価格変動リスクの管理 
 有価証券の保有については、投資運用ルールに従い、事前審査、投資額の限度のほか、
継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。ＡＬＭ会議
では経営企画室が月次ベースで把握した当該リスクの現状や今後の対応等の協議を行っ
ております。 
ⅲ）市場リスクに係る定量的情報 
 当行において、主要なリスク変数である金利リスク、価格変動リスク等の影響を受け
る主たる金融商品は、｢貸出金｣、｢有価証券｣、｢預金｣であります。 
 当行では、これらの金融資産及び金融負債について、市場リスクに関する定量的分析
を行っており、市場リスクの内部管理にＶａＲを利用しております。 



01_0727810092406.doc 
㈱福島銀行様 招集/別冊/WEB開示分  12/05/23 16:55印刷 24/31 
 

― 24 ― 

 ＶａＲの算定にあたっては、分散共分散法（観測期間１年、信頼区間99％）を採用
しております。算定に使用している保有期間は商品区分により異なり、｢貸出金｣及び
｢預金」は120日、また、｢有価証券｣のうち、満期保有目的の債券、政策投資株式は
120日、売買目的有価証券は10日、その他有価証券は60日にて算定しております｡ 
 平成24年３月31日（当期の連結決算日）現在で当行の市場リスク量（損失額の推計
値）は、全体で2,095百万円であります。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに
統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられ
ないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。 
 なお、当行ではモデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較するバックテスティング
を実施し、使用する計測モデルが十分な精度により市場リスクを捕捉していることを確
認しております。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
 金融商品の時価は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額を用いております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用している
ため、異なる前提条件等によって算定した場合、当該価額が異なることもあります。 
 

２．金融商品の時価等に関する事項 
 平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には
含めておりません ((注２) 参照)。また、重要性が乏しいものは注記を省略しております。 

 
 

連結貸借対照表
計上額 

（百万円） 
時 価 

（百万円） 
差 額 

（百万円） 
（1）現金預け金 21,340 21,340 ―
（2）有価証券  
  満期保有目的の債券 7,492 7,329 △163
  その他有価証券 166,981 166,981 ―
（3）貸出金 459,633  
  貸倒引当金（＊） △5,967  
 453,665 458,506 4,840
資産計 649,480 654,158 4,677
（1）預金 599,157 599,440 283
（2）譲渡性預金 22,789 22,789 ―
（3）借用金 18,722 18,722 △0
負債計 640,668 640,951 283
 
（＊）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、

控除した一般貸倒引当金には、｢会計処理基準に関する事項 (5)貸倒引当金の計上基
準」の追加情報に記載した東日本大震災により甚大な被害を受けた地域の債務者に対
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する債権の毀損に備えるため可能な限り把握できた情報に基づいて推定した方法によ
り計上した貸倒引当金3,088百万円は含めておりません。 

 
（注１）金融商品の時価の算定方法 
資 産 
（1）現金預け金 
 預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。 

（2）有価証券 
 株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格
によっております。投資信託は、公表されている基準価格又は取引金融機関等から提
示された基準価格によっております。 
 自行保証付私募債は、発行体の内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計
額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しており
ます。 
 変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって連結貸借対照表計上額と
しておりましたが、｢金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い｣（企業会計基準
委員会実務対応報告第25号平成20年10月28日）に基づき、昨今の市場環境を踏まえ
た検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせない状態にあると当行が判断する基準
に該当したものについて、当連結会計年度末においては、合理的に算定された価額を
もって連結貸借対照表計上額としております。これにより、市場価格をもって連結貸
借対照表計上額とした場合に比べ、｢有価証券」は457百万円増加し、｢その他有価証
券評価差額金」は同額増加しております。 
 変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り及び金利スワップション
のボラティリティ等から見積もった将来キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割
引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップショ
ンのボラティリティが主な価格決定変数であります。 
 なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「(有価証券関係)」に
記載しております。 

（3）貸出金 
 貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先
の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及
び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場
合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間
のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており
ます。 
 なお、貸出金に含まれる仕組ローンについては、取引金融機関等から提示された価
格によっております。また、住宅ローン流動化債権については、同様の新規貸出を行
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った場合に想定される利率にて割引した価格と取引金融機関から提示された価格等を
用いております。 
 また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保
証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日
における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、
当該価額を時価としております。 

 
負 債 
（1）預金 
 要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価
とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来の
キャッシュ･フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規
に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。 

（2）譲渡性預金 
 預入期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
を時価としております。 

（3）借用金 
 借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行並
びに連結される子会社及び子法人等の信用状態は実行後大きく異なっていないことか
ら、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としてお
ります。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合
計額を同様の新規借入において想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
なお、約定期間が短期間のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。 

 
デリバティブ取引 
 金利スワップの特例処理を行っているデリバティブ取引については、ヘッジ対象と一
体として取扱い、当該デリバティブ取引の時価をヘッジ対象の時価に含めて記載してお
ります。 
 
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金

融商品の時価情報の「資産(2) その他有価証券」には含まれておりません。 
 

区  分 連結貸借対照表計上額 (百万円) 
① 非上場株式 (＊１) (＊２) 732
② 組合出資金 (＊３) 96

合  計 829
 

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認
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められることから時価開示の対象とはしておりません。 
（＊２）当連結会計年度において、非上場株式について０百万円減損処理を行っておりま

す。 
（＊３）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難

と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしており
ません。 

 
（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

 

 １年以内
（百万円）

１年超 
３年以内
（百万円）

３年超 
５年以内
（百万円）

５年超 
７年以内
（百万円）

７年超 
10年以内 
（百万円）

10年超
（百万円）

預け金 21,340 ― ― ― ― ―
有価証券（＊１）  
 満期保有目的の債券 1,250 280 385 1,000 1,500 3,100
 その他有価証券のうち 
 満期があるもの 12,983 14,887 79,042 7,000 41,450 1,000

貸出金（＊２） 108,684 83,192 56,970 34,019 68,727 92,025
合  計 144,258 98,359 136,397 42,019 111,677 96,125

 
（＊１）有価証券は、元本についての償還予定額を記載しており、連結貸借対照表計上額

とは一致しておりません。 
（＊２）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額

が見込めない16,014百万円は含めておりません。 
 
（注４）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

 

 １年以内
（百万円）

１年超 
３年以内
（百万円）

３年超 
５年以内
（百万円）

５年超 
７年以内
（百万円）

７年超 
10年以内 
（百万円）

10年超
（百万円）

預金（＊） 490,662 90,342 18,151 ― ― ―
譲渡性預金 22,789 ― ― ― ― ―
借用金 18,300 282 140 ― ― ―

合  計 531,751 90,625 18,291 ― ― ―
 

（＊）預金のうち、要求払預金については、｢１年以内」に含めて開示しております。 
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（有価証券関係） 
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、｢商品有価証券」が含まれております。 

１．売買目的有価証券（平成24年３月31日現在） 
 

 当連結会計年度の損益に 
含まれた評価差額（百万円）

売買目的有価証券 △0 
 
２．満期保有目的の債券（平成24年３月31日現在） 
 

 種 類 
連結貸借対照表

計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

社債 ― ― ―
その他 4,109 4,203 93
 外国証券 4,109 4,203 93

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えるもの 

小 計 4,109 4,203 93
社債 915 884 △30
その他 2,468 2,241 △226
 外国証券 2,468 2,241 △226

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えないもの 

小 計 3,383 3,126 △256
合 計 7,492 7,329 △163
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３．その他有価証券（平成24年３月31日現在） 
 

 種 類 
連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 1,578 1,250 328
債券 128,064 127,177 886
 国債 88,792 88,105 686
 地方債 5,808 5,763 45
 社債 33,463 33,308 154
その他 11,143 11,099 44
 外国証券 10,626 10,599 27
 投資信託 516 500 16
 その他 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

小 計 140,786 139,527 1,259
株式 2,684 3,263 △579
債券 9,581 9,668 △86
 国債 1,995 2,002 △6
 地方債 137 137 △0
 社債 7,448 7,527 △79
その他 13,929 14,770 △840
 外国証券 9,022 9,127 △105
 投資信託 4,813 5,542 △729
 その他 94 100 △5

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

小 計 26,195 27,702 △1,506
合 計 166,981 167,229 △247
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４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31
日） 

 
 売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式 260 8 104
債券 71,216 500 43
 国債 62,763 438 38
 地方債 812 12 ―
 社債 7,641 49 4
その他 2,005 3 0
 外国証券 2,005 3 0

合 計 73,482 512 148
 
５．減損処理を行った有価証券 
 有価証券（売買目的有価証券を除く｡）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取
得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められな
いものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連
結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という｡）しております。 
 当連結会計年度における減損処理額は、398百万円（うち、株式33百万円、その他365百
万円）であります。 
 なお、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上
下落した場合には全て減損処理を行い、30％から50％程度下落した場合には、回復の可能性
を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 
（金銭の信託関係） 
 運用目的の金銭の信託（平成24年３月31日現在） 

 
 連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
当連結会計年度の損益に 

含まれた評価差額（百万円）
運用目的の金銭の信託 1,665 ― 
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（税効果会計関係） 
 ｢経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法
律｣（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために
必要な財源の確保に関する特別措置法｣（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布
され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人
税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に
使用する法定実効税率は従来の40.0％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から
平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については37.4％
に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については
35.0％となります。この税率変更により、繰延税金資産は373百万円減少し、法人税等調整額
は373百万円増加しております。再評価に係る繰延税金負債は126百万円減少し、土地再評価
差額金は同額増加しております。 

 
（賃貸等不動産関係） 
 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
 
（１株当たり情報） 
１．１株当たりの純資産額 95円30銭
２．１株当たりの当期純利益金額 8円77銭
 


